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信濃川（下流）の主な特徴

③ 複数の大規模支川と超緩流の本川・支派川で構成される。平成23年７月新潟・福島豪雨では、五
十嵐川の洪水が、本川合流後に逆流したことが確認された。
（降雨波形によっては逆流が発生する等、複雑な流況が形成）

② 氾濫域には、本州・日本海側最大の政令指定都市である新潟市をはじめ、三条市、燕市など６市
町の人口が集中する市街地がある。
（被害ポテンシャルが大きい）

④ 平成16年７月新潟・福島豪雨後の復緊事業により全川で約9割が完成堤化しているものの局所的
に堤防が低い箇所や、全川的に河積が不足している。
（確実な水防活動等の体制が必要）

① 扇状地を呈した越後平野が形成され、山間部と海岸砂丘に囲まれた低平地が広がる。
（浸水深が大きく、洪水が吐けにくい地形）

⑤ 平常時並びに洪水時に大規模河川管理施設により、分流量をコントロール。平成23年７月新潟・
福島豪雨では、本川及び派川中ノ口川の水位がHWLに達し、両川で危険な状況となった。
（信濃川下流域一体で治水安全度バランスに配慮した施設整備・運用の必要性）

信濃川下流
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信濃川（下流）の主な特徴
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○扇状地と海岸砂丘に囲まれた
低平地（ゼロメートル地帯）が広
がり、氾濫被害が生じやすい。
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信濃川下流標高段彩図信濃川流域図

信濃川下流

○信濃川水系は幹線流路延長（367km）及び年間総流出
量(163億m3)が日本第一位、流域面積(11,900km2)が日
本第三位の一級河川

○信濃川下流部の大臣管理区間は、河口から大河津洗
堰までの58.22km、及び中ノ口川分派点付近0.6km、関
屋分水路1.76kmの計60.58km

○洪水時には大河津洗堰が全閉となるため、信濃川下流
の洪水は五十嵐川・刈谷田川等の支川流域の降雨に
より発生

○信濃川下流部の地形は勾配約1/4,000と非常に緩勾配
○氾濫域には、本州・日本海側最大の政令指定都市であ
る新潟市をはじめ、三条市、燕市などの市街地が形成



3

○約200km2ものゼロメートル地帯を抱え、浸水域は広範となり、浸水深が大きく、自然排水が困難なため、氾濫流
が吐けにくい。

信濃川（下流）の主な特徴

信濃川（下流）浸水想定区域図
（想定最大規模降雨）

信濃川（下流）浸水継続時間図
（想定最大規模降雨）
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■信濃川（下流）右岸10.8ｋで堤防が決壊した場合(本支川越水範囲を除く)
浸水面積は、約74km2 浸水人口は、約21万人となる。
浸水深が大きく(0.5m以上)で、浸水継続時間が長期(3日)にわたり、孤立する恐れがある
区域内人口は約15万人に達する。

信濃川（下流）浸水継続時間図
（想定最大規模降雨時右岸10.8k破堤）

○浸水想定区域内には、新潟駅周辺をはじめ人口が集中する市街地が形成され、住居、商業、産業が集積してい
る。

近隣市町村から新潟市への昼間の人口の流入が多く、
さらに洪水時に避難の対象者が増える可能性もある。

阿賀野川

信濃川下流

信濃川（下流）の氾濫域には高齢化率の高い区域が
あり、孤立者を出さないための取組も必要である 4

信濃川（下流）の主な特徴
信濃川下流

新潟駅周辺の市街地

県内市町村別昼夜間人口の差
(新潟市への流入・流出)

資料：国勢調査(H22)
(単位：人)



信濃川（下流）の主な特徴
○多くの住民の命を守るため、浸水区域外への水平避難や垂直避難の為の避難ビルの指定など多様な避難行動
を円滑かつ迅速に行なわれるよう取り組む必要がある。
○また、基幹交通、緊急輸送路の国道８号などが、最長２週間以上にわたり浸水し社会経済が大きな打撃を受け
ることから、早期に道路機能を回復させ日常生活を取り戻すため、迅速な排水活動等に取り組む必要がある。

●信濃川（下流）が氾濫した場合の浸水が想定される人口 約39.3万人（想定最大規模降雨）
●浸水深が大きく（0.5m以上）で浸水継続時間が長期（３日）にわたると想定される人口 約28.4万人
●水平避難が想定される人口

・２階以上（3.0m以上）の浸水が想定される人口 約9,700人
・氾濫による家屋倒壊等が想定される人口 （幅約110m） 約6,800人

約1.6万人が水平避難が必要
避難場所は、浸水区域内の高層建
築物 又は 浸水区域外

信濃川（下流）浸水継続時間図（想定最大規模降雨）信濃川（下流）浸水想定区域図（想定最大規模降雨）
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信濃川（下流）における想定最大規模降雨時の浸水深 交通網と浸水継続時間の関係

日本海東北自動車道

国道8号

国道7号

磐越自動車道

国道49号

北陸自動車道

信濃川下流

※新たな浸水想

定区域図をもと
に垂直避難や水
平避難計画を検
討していく。



■ 信濃川（下流）は、約200km2ものゼロメートル地帯を抱え、浸水域は広範となり、浸水深が大きく、自然排水が
困難なため氾濫流が吐けにくく、浸水継続時間が長期にわたる。

■ 河川の改修は、堤防整備についてはほとんどの区間で概成しているが、河道掘削による流下能力確保が必
要な箇所が存在する。また、堤防高が不足している箇所や堤防の漏水など越水以外にも水害リスクが高い箇
所が存在している状況にある。

■ 浸水想定区域内には、新潟駅周辺をはじめ人口が集中する市街地が形成され、住居、商業、産業が集積して
おり、多くの住民の避難が余儀なくされる。

■ 洪水氾濫により、基幹交通、緊急輸送路である国道８号線などが最長２週間以上にわたり浸水するおそれが
あり、社会経済が大きな打撃を受けるため、早期に道路機能を回復させ日常生活を取り戻すため、迅速な排
水活動に取り組む必要がある。

信濃川（下流）の主な特徴

迅速な排水活動を実施し、基幹交通、緊急輸送路である国道
７号、８号、49号線などを早期に機能回復させ、日常生活をい
ち早く取り戻す。

氾濫被害の最小化

適時的確な避難

住民の命を守るために、信濃川（下流）などからのはん濫を考
慮し、浸水区域外への水平避難の他、避難ビルの指定など
個々人の状況に応じた多様な避難行動により、安全な場所に
逃がす。
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新潟市民病院

新潟市中央消防署

浸水想定区域
（想定最大規模降雨）

新潟市中央区

新潟市江南区

新潟市秋葉区新潟市北区

阿賀野川

新潟中央JCT

新潟亀田IC

新潟県庁

信濃川下流



信濃川（下流）の主な特徴 ～水害に強い信濃川下流域づくり推進協議会～
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信濃川下流



平成１６年・２３年の新潟・福島豪雨の教訓と流域特性を踏まえ、水害に強い信濃川下流域

づくりを推進する中で、大規模水害に対し、関係機関がさらに連携・切磋琢磨して、

『適時的確な避難』 『氾濫被害の最小化』 を目標とする。

■上記目標達成に向けた３本柱の取組
信濃川下流等において、河川管理者が実施する堤防整備等の洪水を安全に流すための対策に加え、以下の取組みを実施。

※大規模水害 ・・・信濃川下流域で想定し得る最大規模の降雨に伴う水害。

※教訓 ・・・平成16年水害以降の各種対策の効果は発揮されたが、流域の上中下流は、水害リスクを分かち合うべき運命共同体であり、現

状の安全度を上回る洪水等の水害リスクを評価・理解・共有し、対策を検討する重要性が再認識されたこと。

※水害に強い信濃川下流域づくりを推進 ・・・国・県・市町村等の関係機関は「水害に強い信濃川下流域づくり推進協議会」を設立(H25.5)し、

連携・切磋琢磨して、水害リスクを共有し、下流域全体の地域防災力向上に取り組んでいる。

※適時的確な避難 ・・・住民自らがリスクを察知し、個々人の状況に応じた、適切なタイミングや方法で避難できる状態。

※氾濫被害の最小化 ・・・大規模降雨に伴う氾濫被害を軽減し、社会・経済活動等を一刻も早く再開できる状態。

減災のための目標（案）

１．信濃川下流等の大規模水害の特徴を踏まえた避難のための取組

２．氾濫被害の軽減や避難時間確保のための水防や流域対策の取組

３．一刻も早く社会・経済活動等を回復させるための排水活動や協働の取組

※信濃川下流等 ・・・直轄管理区間の他、上流の支川、洪水氾濫域が重複する支派川等を含む。

■５年間で達成すべき目標
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